
宮崎県内の点検実施状況（全体）

○平成２６年７月の省令施行を踏まえ、道路管理者は、全ての橋梁、トンネル等について、５年に１回の近接目
視による点検計画を策定。
平成２８年度末の点検実施率は、橋梁約６２％、トンネル約４０％、道路附属物等約５０％。

＜５年間の点検計画と平成26～28年度の実施状況＞

資料－１

＜橋梁点検状況（管理者別）＞

＜橋梁の点検方針＞

コンクリート片の落下等による第三者被害の予
防並びに路線の重要性の観点から、以下につい
ては、最優先で点検を推進。

・緊急輸送道路を跨ぐ跨道橋
・跨線橋
・緊急輸送道路を構成する橋梁

道路施設 管理施設数
点検計画数
(H26～H28)

点検実施数
(H26～H28)

点検実施率
(H26～H28)

橋梁 9,645 5,944 5,947 62%

トンネル 256 115 102 40%

道路附属物等 416 210 210 50%

管理者 管理施設数
点検計画数
(H26～H28)

点検実施数
(H26～H28)

点検実施率
(H26～H28)

国土交通省 548 301 302 55%

高速道路会社 262 140 140 53%

地方公共団体 8,835 5,503 5,505 62%

合計 9,645 5,944 5,947 62%

精査中

※ H29.3月末時点
点検実施率は、端数により左図と合わない場合がある

※ H29.3月末時点
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宮崎県内の点検実施状況（橋梁）

○最優先で点検すべき橋梁の点検実施率（平成２８年度まで）は、緊急輸送道路を跨ぐ跨道橋約７２％、
跨線橋約６５％、緊急輸送道路を構成する橋梁約５８％である。
○跨線橋の点検には、鉄道事業者との協議や調整に時間を要するなどの課題が存在するが、ほぼ全ての
鉄道事業者と今後の点検計画を確認しており、平成３０年度までにすべての点検が完了する見込み。

＜最優先で点検すべき橋梁の点検計画と平成26～28年度の実施状況＞

精査中

※ H29.3月末時点
点検実施率は、端数により左図と合わない場合がある
跨線橋は、歩道橋（跨線橋）を含む

管理施設数
点検計画数
(H26～H28)

点検実施数
(H26～H28)

点検実施率
(H26～H28)

橋梁 9,645 5,944 5,947 62%

緊急輸送道路
を跨ぐ跨道橋 201 145 145 72%

跨線橋 89 58 58 65%

緊急輸送道路を
構成する橋梁 1,797 1,048 1,049 58%

２



＜平成28年度管理者別点検結果（橋梁）＞

管理者 管理施設数 点検実施数
判定区分内訳

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ

国土交通省 548 111 92 17 2 0

高速道路会社 262 55 2 52 1 0

都道府県 2,010 410 64 300 46 0

政令市 - - - - - -

道路公社 17 0 0 0 0 0

市区町村 6,808 1,981 1,023 898 60 0

合計 9,645 2,557 1,181 1,267 109 0

宮崎県内の平成２８年度点検結果 （橋梁）

○ 宮崎県の橋梁の点検結果は、判定区分Ⅳ（緊急に措置を講ずべき状態）は0橋、判定区分Ⅲ（早期に
措置を講ずべき状態）は109橋（4.3%）、判定区分Ⅱ（予防保全の観点から措置を講ずることが望ま
しい状態）は1,267橋（49.6%）。

精査中

※ H29.3月末時点

３



宮崎県内の平成２８年度点検結果 （トンネル）

＜平成28年度管理者別点検結果（トンネル）＞

管理者 管理施設数 点検実施数
判定区分内訳

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ

国土交通省 58 7 0 7 0 0

高速道路会社 21 4 0 0 4 0

都道府県 119 25 0 16 9 0

政令市 - - - - - -

道路公社 0 0 0 0 0 0

市区町村 58 0 0 0 0 0

合計 256 36 0 23 13 0

○ 宮崎県のトンネルの点検結果は、判定区分Ⅳ（緊急に措置を講ずべき状態）は0本、判定区分Ⅲ（早
期に措置を講ずべき状態）は13本（36.1%）、判定区分Ⅱ（予防保全の観点から措置を講ずることが
望ましい状態）は23本（63.9%）。

精査中

※ H29.3月末時点

４



宮崎県内の平成２８年度点検結果 （道路附属物等）

＜平成28年度管理者別点検結果（道路附属物等）＞

管理者 管理施設数 点検実施数
判定区分内訳

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ

国土交通省 163 49 30 19 0 0

高速道路会社 113 21 6 13 2 0

都道府県 96 33 3 29 1 0

政令市 - - - - - -

道路公社 5 0 0 0 0 0

市区町村 39 4 0 4 0 0

合計 416 107 39 65 3 0

○ 宮崎県の道路附属物等の点検結果は、判定区分Ⅳ（緊急に措置を講ずべき状態）は0箇所、判定区分
Ⅲ（早期に措置を講ずべき状態）は3箇所（2.8%）、判定区分Ⅱ（予防保全の観点から措置を講ずる
ことが望ましい状態）は65箇所（60.7%）。

精査中

※ H29.3月末時点

５



道路施設 管理施設数 H26点検実施数 H27点検実施数 H28点検実施数 H29点検計画数

橋梁 9,645 788 2,602 2,557 2,046

トンネル 256 43 23 36 73

道路附属物等 416 32 71 107 76

＜各構造物の平成29年度の点検予定＞
全道路管理者の合計

宮崎県内の平成２９年度点検計画

※H29点検計画数は、今後見直しすることがある

精査中 資料－２
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道路施設 管理施設数 H26点検実施数 H27点検実施数 H28点検実施数 H29点検計画数

緊急輸送道路を
跨ぐ跨道橋

201 47 52 46 44

跨線橋 89 14 23 21 18

緊急輸送道路を
構成する橋梁

1,797 293 382 374 395

＜最優先で点検すべき橋梁の平成29年度の点検予定＞
全道路管理者の合計

宮崎県内の平成２９年度点検計画（最優先で点検すべき橋梁）

※H29点検計画数は、今後見直しすることがある
跨線橋は、歩道橋（跨線橋）を含む

精査中

２



【機密性２】地域一括発注の進捗状況（宮崎県）

○市町村の技術者等の不足を補い、点検の質の均一化を図るため、市町村が実施する点検・診断の発注事務を
公益財団法人宮崎県建設技術推進機構が受委託する地域一括発注を実施。

＜地域一括発注による平成26～28年度の点検実施と平成29年度の点検実施予定＞

３
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【機密性２】地域一括発注の進捗状況（宮崎県）

○市町村の技術者等の不足を補い、点検の質の均一化を図るため、市町村が実施する点検・診断の発注事務を
公益財団法人宮崎県建設技術推進機構が受委託する地域一括発注を実施。

【イメージ図】

・市町村からの委託を受け、点検業務の一括発注を実施

【平成２９年度 手続きの流れ（予定）】

・（公財）宮崎県建設技術推進機構にて市町村への地域一括
発注の案内を行い、市町村からの委託を受けた後、点検業者
へ発注。

公益財団法人
宮崎県建設技術推進機構

Ａ市 Ｂ町 Ｃ村

各市町村により委託を発注

①道路橋定期点検（地域一括発注）案内 H29.4月上旬

②市町村が機構へ見積依頼 H29.4月末

③機構が市町村へ見積回答 H29.5月中旬

④市町村と機構間の契約締結 H29.5月中旬～6月中旬

 機構が点検業者へ委託発注・契約締結 H29.6月下旬

 点検業務完了 H30.3月下旬

点検業者

・・・・・・・・・

４



【機密性２】
平成２９年度研修（予定）

①道路構造物管理実務者研修
対 象：自治体職員及び直轄職員
時 期：橋梁初級Ⅰ（Ⅰ期） H２９．７．３１～８．４ （５日間）募集終了

橋梁初級Ⅰ（Ⅱ期） H２９．９．２５～２９ （５日間）
橋梁初級Ⅱ H２９．８．２３～２５ （３日間）
トンネル初級 H２９．１０．１０～１３ （４日間）

受講者：（H28実績）
橋梁初級Ⅰ 宮崎県内から５名受講（宮崎市１名 都城市２名 三股町２名）
橋梁初級Ⅱ 宮崎県内から1名受講（都城市1名）

場 所：九州地方整備局 九州技術事務所 （福岡県久留米市）

目 的：地方公共団体の職員の技術力育成のため、
点検要領に基づく点検に必要な知識・技能等を取得するための研修。

※研修の募集は、４月の募集に引き続き、５月に追加募集を実施。
６月末現在、定員に多少余裕あり。 問い合わせ先：（事務局）宮崎河川国道事務所 道路管理第二課

②メンテナンス研修：橋梁維持管理研修
対 象：宮崎県職員、市町村職員
時 期：Ｈ２９．１０．２４～２５ （２日間）
受講者：県市町村職員24名、民間技術者50名 計74名 （H28実績）
場 所：宮崎県建設技術センター（宮崎市清武町）
目 的：橋梁点検、診断に関する基礎的な知識の習得を図る。
※公益財団法人 宮崎県建設技術推進機構の
ホームページ等でご確認願います。 １平成28年度の講義の様子

研修の
イメージ

資料－３



橋梁初級Ⅰ（Ⅰ期）
（募集終了）

橋梁初級Ⅰ（Ⅱ期）
（定員４０名）

橋梁初級Ⅱ
（定員３０名）

トンネル初級
（定員２５名）

７月３１日～８月４日（５日間） ９月２５日～２９日（５日間） ８月２３日～２５日（３日間） １０月１０日～１３日（４日間）

整備局 7 14 6 11 38

福岡県 4 2 2 0 8

佐賀県 8 3 3 0 14

長崎県 2 1 2 0 5

熊本県 0 1 0 0 1

大分県 2 3 3 2 10

宮崎県 6 2 2 2 12

鹿児島県 6 4 1 0 11

その他（公社等） 2 2 1 1 6

合　計 37 32 20 16 105

機関別　合計

道路構造物管理実務者研修（橋梁･トンネル）

・九州地方整備局では、九州地方整備局職員及び地方公共団体等の職員を対象に「道路構造物管理実務者研修」を実施して
います。
・現時点での応募状況は以下のとおりです。

橋梁初級Ⅰ研修
道路橋、土工構造物等の定期点検に関して、最低限必要な知識と技能を習得
することを目標とする。（職員自らに定期点検を行わせる場合の第一ステップ）

橋梁初級Ⅱ研修
道路橋に関する点検の知識、並びに補修・補強の工法選定の判断に必要な基
礎的知識を習得することを目標とする。

トンネル初級研修
トンネルの定期点検に関する最低限必要な知識と技能、及び道路トンネルの
補修･補強の基礎的知識を習得することを目標とする。

橋梁初級Ⅰ研修の状況

≪参考≫ 研修の目的

H29.6.29現在

２



【機密性２】平成28年度（実績） 橋梁点検現場研修会

平成２８年１２月７日（水）
延岡地区 10号 長井高架橋（延岡市）
７名（１市1町1村）

＜平成２８年度＞
延岡地区 ７名（１市1町1村）
児湯地区 ７名（２町）
都城地区 ２名（１市）
宮崎地区 １０名（１市１機関）
日南串間地区 ９名（２市）

５地区合計 ３５名（５市３町1村）
（１機関）

平成２８年１２月１９日（月）
児湯地区 10号 無名橋（都農町）
７名（２町）

平成２８年１２月２０日（火）
都城地区 10号 沖水橋（都城市）
２名（１市）

３

平成２８年１２月２１日（水）
宮崎地区 220号 蠣原橋（宮崎市）
10名（１市１機関）

平成２８年１２月２２日（木）
日南串間地区 10号 上町橋（串間市）
９名（２市）

平成２９年度も実施します。積極的な参加を。！



【機密性２】

■宮崎地区

場所：宮崎県庁７号館７４４会議室

日時：平成２９年１月３０日（月）～31日（火）

対象者：県・市町村職員 合計３０名

講義①あいさつ

②橋梁点検について

③橋梁診断について

④グループワーク

⑤質疑応答

現場（一般県道高岡郡司分線 清滝橋）

①橋面と桁下の損傷の説明等

②橋梁点検の実施

③質疑応答

（講義）

宮崎県の取組（平成28年度宮崎県橋梁診断講習会 実績）

■宮崎地区

場所：宮崎県庁７号館７４４会議室

日時：平成２９年２月１日（水）

対象者：県内に主たる営業所（本店）を有する会社のうち、

測量設計業に従事している技術者 合計４７名

講義①あいさつ

②橋梁点検について

③橋梁診断について

④グループワーク

④質疑応答

４

■日向地区

場所：日向商工会議所

日時：平成２９年２月６日（月）～７日（火）

対象者：県・市町村職員 合計１２名

講義①あいさつ

②橋梁点検について

③橋梁診断について

④グループワーク

⑤質疑応答

現場（一般国道３２７号 富高橋 ）

①橋面と桁下の損傷の説明等

②橋梁点検の実施

③質疑応答

（現場）



【機密性２】
平成28年度 道路の老朽化対策パネル展示状況

宮崎県内で、道路の老朽化対策パネル展を開催しています。（代表事例の紹介）

５

平成28年9月21日～10月12日
西都市役所 １階市民課前ロビー
（西都市建設課）

平成28年10月4日付
宮崎日日新聞 19面に掲載
（児湯・西都）
ミニみにミニ
道路の老朽化対策を紹介。
西都市役所で12日まで
宮崎河川国道事務所のパネル展。

平成28年10月11日～27日
新富町役場 １階ロビー
（新富町都市建設課）

平成28年10月5日付
宮崎日日新聞 17面に掲載
（児湯・西都）
ミニみにミニ
道路の安全守ります。
新富町役場で14日まで
道路老朽化対策パネル展。

平成28年9月9日～10月31日
平成28年11月15日～30日
平成28年12月17日～平成29年1月4日
平成29年1月17日～31日
国道10号 道の駅「つの」 情報休憩室 （都農町）
（宮崎県道路メンテナンス会議 事務局）

平成28年10月19日付宮崎日日新聞21面に掲載
（児湯・西都）ミニみにミニ
道路の老朽化対策を考える。
都農町・道の駅「つの」の情報休憩室でパネル展。

平成28年11月19日付宮崎日日新聞19面に掲載
（児湯・西都）ミニみにミニ
メンテナンスの状況は？
都農町・道の駅「つの」で道路の老朽化対策パネル展。

平成28年12月27日付宮崎日日新聞17面に掲載
（児湯・西都）ミニみにミニ
休憩ついでに理解を。
都農町・道の駅「つの」で
道路や橋りょう補修のパネル展。

パネル展、平成２９年度も
ご協力をお願いします。



【機密性２】
平成28年度 道路の老朽化対策パネル展示状況

宮崎県内で、道路の老朽化対策パネル展を開催しています。（代表事例の紹介）

６

平成29年1月20日～1月27日
宮崎市民プラザ １階エントランス
（宮崎市道路維持課）

平成29年1月27日付
宮崎日日新聞 20面に掲載
（県央）
ミニみにミニ
県内道路の老朽化対策など紹介。
市民プラザで県道路メンテナンス会議が
パネル展。

平成29年1月24日～2月3日
串間市役所 １階ロビー
（串間市都市建設課）

平成29年1月31日付
宮崎日日新聞 19面に掲載
（日南・串間）
ミニみにミニ
インフラ“高齢化”の現状知って。
串間市役所ロビーで
「道路老朽化対策」パネル展。



平成２９年度 宮崎県道路メンテナンス会議 活動計画（案）

宮崎県道路メンテナンス会議

平成２９年 ５月 平成２９年度市町村道事業担当者会議

座学 「道路メンテナンスの取り組みについて」 （05/24開催済）

平成２９年 ７月 平成２９年度宮崎県道路メンテナンス会議（第１回）

平成２９年度宮崎県跨道橋連絡会議

平成２９年 ９月 平成２９年度橋梁点検現場研修会 予定

（宮崎県内５地区 延岡 児湯 宮崎 都城 日南串間）

平成２９年１０月 平成２９年度橋梁維持管理研修 予定

（10/24-25 宮崎県建設技術センター 宮崎市清武町）

平成２９年１１月 道路老朽化対策パネル展 予定

（道の駅「北川はゆま」 国道１０号 延岡市北川町）

（道の駅「つの」 国道１０号 児湯郡都農町）

平成３０年 ２月 平成２９年度宮崎県道路メンテナンス会議（第２回）

平成２９年度宮崎県道路鉄道連絡会議
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管理者別の道路延長と橋梁およびトンネル数各種点検要領 一覧
■ 道路橋定期点検要領 （平成26年6月 国土交通省 道路局）
本要領は、道路法（昭和27年法律第180号）第2条第1項に規定する道路における橋長2.0m以上の橋、高架の道路等(以下「道
路橋」という)の定期点検に適用する。

■ 道路トンネル定期点検要領 （平成26年6月 国土交通省 道路局）
本要領は，道路法（昭和27年法律第180号）第2条第1項に規定する道路におけるトンネル（以下「道路トンネル」という）の定期
点検に適用する。

■ 横断歩道橋定期点検要領 （平成26年6月 国土交通省 道路局）
本要領は、道路法（昭和27年法律第180号）第2条第1項に規定する道路における横断歩道橋の定期点検に適用する。

■ シェッド、大型カルバート等定期点検要領 （平成26年6月 国土交通省 道路局）
本要領は、道路法（昭和27年法律第180号）第2条第1項に規定する道路におけるロックシェッド、スノーシェッド、大型カルバー
ト等（以下、「シェッド、大型カルバート等」という）の定期点検に適用する。

■ 門型標識等定期点検要領 （平成26年6月 国土交通省 道路局）
本要領は、道路法（昭和27年法律第180号）第2条第1項に規定する道路における道路の附属物のうち、門型支柱（オーバー
ヘッド式）を有する大型の道路標識及び道路情報提供装置（収集装置含む）（以下、「門型標識等」という。）の定期点検に適用
する。

■ 舗装点検要領 （平成28年10月 国土交通省 道路局）
本要領は、道路法（昭和27年法律第180号）第2条第1項に規定する道路における車道上の舗装の点検に適用する。

■ 小規模附属物点検要領 （平成29年3月 国土交通省 道路局）
本要領は、道路法（昭和27年法律第180号）第2条第2項に規定する道路の附属物のうち、道路の標識及び照明施設（以下、
「小規模附属物」という。）の点検に適用する。

■ 道路土工構造物点検要領 （策 定 中）

※各点検要領･点検表記録様式は国土交通省ホームページ
（http://www.mlit.go.jp/road/sisaku/yobohozen/yobohozen.html）からダウンロードできます。

資料－４

１



Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

小規模附属物点検要領の制定について

２



1．これからの小規模附属物マネジメントの方針

【基本方針】

第三者被害を発生させず、安全で適切な管理を目指す
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トンネル

（箇所）

橋梁

（橋）

標識

（基）

照明

（基）

施
設
数

万

設置年不明, 
74%

設置年

判明,
26%

実施して

いる, 74%

点検を実施

していない, 
24%

その他, 
2%

市町村の標識は９割以上が単柱式

H19国交省調査
※標識と照明は高速自動車国道、有料道路、門型を除く

設置年不明が多い 自治体の予算と人員不足

標識：橋梁の
約3倍

照明：橋梁の約5倍

問題認識あり： 約9割

点検の未実施

H28.3自治体アンケート N=250

膨大な施設量

H28.3自治体アンケート N=250
H28.5自治体施設現況

（抽出した自治体の調査結果を自治体数で按分）

道路標識

H28.5自治体施設現況
（抽出した自治体の調査結果を自治体数で按分）

【現状の課題】

大きな問題 やや問題

あまり問題ではない 問題ではない

分からない

門型, 0.04万

基, 0.1%

F型, 1.6万基, 
3%

逆L型, 1.2万

基, 2%

単柱式, 58万基, 
95%

３



1．これからの小規模附属物マネジメントの方針

○倒壊した場合の第三者被害の程度に応じた合理的な点検を実施倒壊した場合の第三者被害の程度に応じた合理的な点検を実施

■附属物の点検の考え方

国 県
、
政
令
市

市
町
村

国 県
、
政
令
市

市
町
村

（門型）

（F型、逆L型）

（単柱式）

本体の落下、
倒壊による
車道閉塞の
可能性大

倒壊による
車道閉塞の
可能性大

[大]

[小]

車道
建築限界
以上

車道
建築限界
以下

第三者被害の程度 施設の種類と施設量概ねの高さ

国 県
、
政
令
市

市
町
村

44％
12万基

80％
64万基

95％
58万基

54％
15万基 100％

18万基
100％
57万基

100％
105万基

20％
16万基

5％
3万基

2％
0.5万基

0.5％
0.4万基

・H28.5自治体施設現況
（抽出した自治体の調査結果を自治体数で按分）

・添架、共架除く

【標 識】

【照 明】

0.1％
0.04万基

（逆L型、直線型）

倒壊による
車道閉塞の
可能性小

トンネル
橋梁等の
附属物※

○更新の検討の目安となる基本使
用年数を設定することで合理的な
管理を目指す

○通学路等については、沿道利用
者と連携した維持管理の仕組みを
構築する等、より効果的な点検を
実施

日常の
巡視対応

詳細点検
【1回/10年】

中間点検
【1回/5年】

新たな点検要領

○平成２６年６月
定期点検要領策定済み

○第三者被害の程度（車道閉塞）
を考慮し、詳細点検、中間点検
の頻度を設定

○照明ランプ清掃や交換、標識板
の交換や更新に合わせて点検を
実施

詳細点検：近接目視
中間点検：外観目視

・必要に応じて、各道路管理者で詳細な点検が可能
・効率化を図るため、スクリーニング調査として
非破壊検査の活用も可能

今回対象

詳細点検
【1回/5年】

※トンネル、橋梁等の附属物は、全て本体点検（５年に１回詳細点検）時に実施

４



2．小規模附属物点検要領の構成

小規模附属物点検要領 平成29年3月 国土交通省道路局

【目次】

１．適用範囲

２．点検の目的

３．用語の定義

４．点検の基本的な考え方

５．片持ち式
５－１ 点検等の方法 ５－２ 点検の頻度 ５－３ 点検の体制 ５－４ 対策の要否の判定 ５－５ 記録

６．路側式
６－１ 点検等の方法 ６－２ 対策の検討 ６－３ 記録

別紙１ 評価単位の区分
別紙２ 点検表記録様式
付録１ 一般的構造と主な着目点
付録２ 変状の事例

５



3．点検要領のポイント① 第三者被害を防止し、安全かつ円滑な道路交通の確保を目的として規定

○点検要領は、事故に関わる変状を早期に確実に発見し、適切な対策により、劣化状況に応じて
適切な時期に更新することにより、事故や不具合を防止し、安全かつ円滑な交通の確保と利用者の
安全確保を目的として規定

本要領の位置け

本要領は、道路法施行令35条の２第１項第２号の規定に基づいて行う点検について、最

小限の方法、記録項目を具体的に記したものである。

なお、道路の重要度や施設の規模などを踏まえ道路管理者が必要に応じて、より詳細な

点検、記録を行うことを妨げるものではない。

１．適用の範囲

本要領は、道路法（昭和27年法律第180号）第２条第２項に規定する道路の附属物のうち

道路の標識及び照明施設（以下、「小規模附属物」という。）の点検に適用する。

対象外 ：標識や照明施設における電気設備に関する点検、標識や照明施設としての機能についての点検

個別検討：小規模附属物の点検において路線の特徴や自動車交通の影響、設置環境等を考慮する必要がある場合

※橋梁、トンネル、横断歩道橋、ボックスカルバート等に設置されている小規模附属物の点検は、それぞれの定期点検要領に基づいて実施

小規模附属物の支柱や支柱取り付け部等の弱点部の変状が原因となり、道路利用者及び

第三者被害のおそれのある事故を防止し、安全かつ円滑な道路交通の確保を図ることを目

的として実施する。

２．点検の目的

道路の標識及び照明施設は、突然の灯具の落下や支柱の倒壊等の事故事例が報告されており、点検においては特にこのような事故に関わ

る変状をできるだけ早期に、かつ、確実に発見し、適切な対策を行うことや、劣化の状態に応じて適切な時期に更新を行うことによって、

事故や不具合を防止し、安全かつ円滑な交通確保と利用者の安全を確保するよう努めるものとする

※道路管理者以外の支柱等に添架されているもの：占用企業者等と協力し、適切な点検を行うのがよい

６



3．点検要領のポイント② 小規模附属物に生じる事象に応じた区分

○ 第三者被害の影響（落下、倒壊のおそれ）等の施設特性に応じた点検方法を規定

３．用語の定義

◇小規模附属物

道路の附属物のうち、道路標識（Ｆ型、逆Ｌ型、Ｔ型、単柱式、複柱式）及び道路照明

（逆Ｌ型、Ｙ型、直線型）のことをいう。

◇基本使用年数

対象とする附属物が健全な状態を維持されるとあらかじめ期待する期間であり、更新の検

討を行う目安の年数をいう。

区分 事象 代表的な附属物の種類

主に片持ち式の
附属物
（以下「片持ち
式」）

落下、倒壊事象のおそれがある
附属物

標識：Ｆ型、逆Ｌ型、Ｔ型及び高所に設置された単
柱式又は複柱式

照明：逆Ｌ型、Ｙ型、直線型

主に路側式の
附属物
（以下「路側式」）

倒壊事象のおそれがある附属
物

標識：単柱式、複柱式（片持ち式に分類したもの
は除く）

逆Ｌ型（照明）

歩道歩道

Ｆ型（標識）

中央分離帯車道歩道

単柱式（標識）

７



3．点検要領のポイント③ 弱点部や想定変状・不具合の事象を特定した効率的な点検の考えを規定

○ 点検の基本的な考え方として、片持ち式と路側式に大別し規定

４．点検の基本的な考え方

（１）片持ち式

・落下や倒壊事象を防止する必要がある

⇒弱点部（支柱、横梁、標識板又は灯具取付部、ブラケット取付部等）を点検

⇒その他必要に応じ第三者被害のおそれのある部材を点検

（２）路側式

・倒壊事象を防止する必要がある

⇒弱点部（支柱等）を点検

支柱基部
支柱基部

支柱基部 支柱基部

これまで発生している標識及び照明施設の不具合事例では、落下や倒壊によるものが報告されており、本要領は、形式や構造特性に応じ

てできるだけ効率的に弱点部を点検するために、附属物の形状に応じて弱点部を特定している。

片持ち式

F型 Y型 ８



3．点検要領のポイント③ 弱点部や想定変状・不具合の事象を特定した効率的な点検の考えを規定

○ 不具合が生じた場合に、沿道利用者から情報を得やすい環境を整備した例を記載

４．点検の基本的な考え方

万が一不具合等が生じた場合にも、できるだけ迅速な対応が可能となるよう沿道利用者から情報を得やすい環境を整備するのがよい。例

えば、附属物の支柱に管理者の連絡先を記したシールを貼った事例などもあり、図‐解4‐2に示す。また、通学路等に設置されている単柱

式や複柱式など路側式の附属物は交通状況を勘案したうえで、沿道利用者と連携した維持管理の仕組みを構築するなど、より効果的な方法

を検討するのがよい。

図-解 4-2 利用者から通報を受けやすく工夫している事例

●●●-

･･･
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3．点検要領のポイント④ 【片持ち式】巡視・詳細点検・中間点検による点検を規定

○ 点検等の方法：巡視・詳細点検・中間点検

○ 点検頻度：詳細点検を10年に1回、中間点検を詳細点検後5年を目安として実施することを規定
○ 点検の体制：点検を適正に行うために必要な知識・技能を有する者が実施

○ 対策の要否判定：詳細点検及び中間点検の結果に応じて実施

○ 記録：詳細点検及び中間点検の結果と措置を記録・保存

５．片持ち式

５－１ 点検等の方法

（１）巡視

・巡視時に、パトロール車内から目視で、変状の有無を点検

（２）詳細点検：近接目視により行うことを基本

（３）中間点検：外観目視により行うことを基本

詳細点検では、予め特定した弱点部に対して近接目視、必要に応じて打音、触診を含む非破壊調査を検討する。近接が困難な場合には

、目視点検にカメラ等を活用してよい。

地中等への支柱埋込み部については、境界部における支柱の状態や滞水の有無、痕跡などを確認し、必要に応じて掘削調査を行うのが

よい。また、掘削調査のスクリーニングとして非破壊調査の開発が進められており、活用の可能性を有しているため、開発動向の情報も収

集し、点検が合理化できると判断される場合は採用するとよい。

（２）詳細点検

巡視は、パトロール車内から大きな変状を把握するためのものであるが、道路利用者や沿道からの通報を受けた場合やその他必要に応

じて実施するものも含む。

（１）巡視

中間点検では、附属物にできるだけ近づき、外観から弱点部等の異常の有無を確認することを基本とする。

（３）中間点検

10



3．点検要領のポイント⑤ 【片持ち式】対策要否の判定を規定

５－４ 対策の要否の判定

・片持ち式の詳細点検及び中間点検では、構造物の変状を把握したうえで、点検部位毎、

変状内容毎の対策の要否について、判定を行う。

・対策が必要と判定された変状部位に対しては、変状原因を特定し、適切な工法を選定する。

５－２ 点検の頻度

・詳細点検：10年に1回の頻度を目安として道路管理者が適切に設定
・中間点検：詳細点検を補完するため、詳細点検後5年を目安に道路管理者が適切に設定

道路照明については、灯具のランプ清掃やランプ交換が行われているので、このような維持作業に併せて点検を行うと効率的である。道

路標識や情報板についても、標識板の交換や更新、又は維持作業等に併せて点検を行うと効率的である。

５－３ 点検の体制

・片持ち式の点検を適正に行うために必要な知識及び技能を有する者がこれを行う。

点検の品質を確保するためには、道路標識、道路照明施設等の構造や部材の状態の評価に必要な知識及び技能を有していることが重要で

ある。

判定は、対策の要否、変状部材（又は部位）、変状要因に対して、経済性を考慮した適切な対策工法を選定したうえで、実施する必要が

ある。 ※変状の内容と一般的な対策方法の目安（表-解5-4-1）、変状の事例（付録2）

５－５ 記録

片持ち式の詳細点検及び中間点検の結果並びに措置の内容等を記録し、当該施設等が利用

されている期間中は、これを保存する。（別紙２ 点検表記録様式参照）

点検結果は、合理的な維持管理を実施するうえで貴重な資料となることから、適切な方法で記録し蓄積する。 11



3．点検要領のポイント⑥ 【路側式】巡視による点検を規定

○ 点検等の方法：巡視

○ 対策の検討：巡視の結果から必要に応じて補修等の検討を実施

○ 記録：変状が確認された場合に記録・保存

６．路側式

６－１ 点検等の方法

・巡視時に、パトロール車内から目視を基本として、変状の有無を点検

巡視時や通報により異常が認められたときは、下車して対象物に近づき、目視して支柱及び支柱基部の変状を確認する。

12
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3．点検要領のポイント⑦ 【路側式】必要に応じて対策の検討を規定

６－２ 対策の検討

６－３ 記録

基本使用年数：対象とする附属物が健全な状態を維持されるとあらかじめ期待する期間であり、更新の検討を行う目安の年数をいう

直轄国道を対象に、設置年数が確認できたものの腐食率及び撤去率を図-解6-2-1に示しており、約30年経過した単柱式の標識は、腐食

率と撤去率が増加する傾向がみられ、亜鉛メッキの耐用年数等も参考にすると、基本使用年数は30年が一つの目安になると考えられる。

路側式の点検等の結果、変状が確認された場合は、内容等を記録し、当該施設等が利用さ

れている期間中は、これを保存する。（別紙２ 点検表記録様式参照）

・路側式の点検等の結果、変状の発生している部位について、必要に応じて補修等の検討を行う。

・各道路管理者は更新の検討の目安となる基本使用年数を設定し、それを超えた時点で更新する

ことで施設の合理的な管理を目指す。

・基本使用年数は道路管理者が管内の損傷の実績等から適切に設定する。

H28.3基数調査：H23～H27点検結果のうち、設置年が判明している施設を抜粋（直轄単柱式） H28.3撤去更新調査：H25～H27年度に撤去更新された施設の経年分布（直轄単柱式）

直轄単柱式を対象とした経過年別の腐食率

※30年以上経過後、腐食率や撤去率が減少しているが、これは一定年数を経過すると、損傷したものは撤去更新されるものが多く、また不明なものが多くなるためと考えられる。

直轄単柱式を対象とした経過年別の撤去率

13



3．点検要領のポイント⑧ 【別紙１、別紙２、付録１、付録２】

別紙１ 評価単位の区分

○点検における、構造上の弱点部となる部材等の単位は、別表－１のように分類し、区分した。
○これらの分類は、施設の構造形式毎に区分する必要がある。

14



3．点検要領のポイント⑧ 【別紙１、別紙２、付録１、付録２】

別紙２ 点検表記録様式

15



3．点検要領のポイント⑧ 【別紙１、別紙２、付録１、付録２】

付録１ 一般的構造と主な着目点

16



3．点検要領のポイント⑧ 【別紙１、別紙２、付録１、付録２】

付録２ 変状の事例

「小規模附属物点検要領」に従って、対策の要否の判定を行う場合の参考となるよう、典型的な変状例を示す。なお、各部材の状態の判定
は、構造形式や設置条件によっても異なるため、定量的に判断することは困難であり、実際の点検においては附属物等の条件を考慮して適
切な要否判定を行う必要がある。

17



H26定期点検要領（門型） H28点検要領（片持ち式） H28点検要領（路側式）

策定年月 平成26年6月 平成29年3月 平成29年3月

事象

劣化や異常が生じた場合に道路の構造また
は交通に大きな支障を及ぼすおそれがある附
属物

落下、倒壊事象のおそれがある附属物 倒壊事象のおそれがある附属物

代表的
種類

標識

• 門型
※橋梁、トンネル、横断歩道橋
等に設置されている標識、照明
は本体点検時に実施

• Ｆ型、逆Ｌ型、Ｔ型及び高所に設置され
た単柱式又は複柱式

• 単柱式、複柱式（片持ち式に
分類したものは除く）

照明 － • 逆Ｌ型、Ｙ型、直線型 －

点検方法
【頻度】

巡視
• パトロール車内から目視【巡視時】
※巡視時や通報により異常が認められたときは、下
車して対象物に近づき、目視

巡視
• パトロール車内から目視【巡視時】
※巡視時や通報により異常が認められたときは、下車して対
象物に近づき、目視

巡視
• パトロール車内から目視【巡視時】
※巡視時や通報により異常が認められたときは、下車して対
象物に近づき、目視

定期点検
• 近接目視【5年に1回】

詳細点検
• 近接目視【10年に1回】 －

－
中間点検
• 外観目視【5年に1回】 －

対応

• 部材単位の健全性の診断結果に基づき、
道路の効率的な維持及び修繕が図れるよう
必要な措置を講じる

• 詳細点検及び中間点検では、構造物の変状を把握
したうえで、点検部位毎、変状内容毎の対策の要否に
ついて判定
• 対策が必要と判定された変状部位に対しては、変
状原因を特定し、適切な工法を選定

• 変状の発生している部位について、必要に応じて補
修等の検討を行う
• 各道路管理者は更新の検討の目安となる基本使用
年数を設定し、それを超えた時点で更新することで施
設の合理的な管理を目指す
• 基本使用年数は道路管理者が管内の損傷の実績
等から適切に設定
【補足】３０年が一つの目安となると考えられる

記録
• 定期点検の結果及び診断並びに措置の内
容等を記録

• 詳細点検及び中間点検の結果並びに措置の内容
等を記録

• 点検の結果、変状が確認された場合、内容等を記
録

備考 －
• 道路照明は、灯具のランプ清掃や交換時に併せて
点検すると効率的である

• 沿道利用者と連携した維持管理の仕組みを構築す
るなど、より効果的な方法を検討するのがよい

4．H29小規模附属物点検要領とH26定期点検要領の比較

逆Ｌ型（照明）

歩道車道
歩道

Ｆ型（標識）

車道［道路を横断］

今回対象

中央分離帯車道歩道

単柱式（標識）

18



5．附属物における損傷事例

き裂損傷 ボルトの緩み

（車両衝突） （施工不良）

異常変形

（車両衝突） 19



5．附属物における損傷事例

アルミ製標識板（当て板）が落下

 標識板を固定していたブラインドリベットが破断

破断したブラインドリベット

長辺13箇所

短
辺

5
箇
所

20



5．附属物における損傷事例

埋設部鋼材の腐食

 滞水のため鋼材が腐食・減肉

21



5．附属物における損傷事例

21

道路照明柱の転倒

⇒ 支柱の電気設備開口部から腐食・減肉が進行し、転倒

転倒照明柱

転倒した照明柱

転倒した照明柱と同タイプの状況

注：海岸線からの距離：500m

22



5．附属物における損傷事例

23



5．附属物における損傷事例

トンネル照明器具の落下

 トンネル照明の裏側取付け部で腐食が進行

照明器具の背面 落下後の照明取付け部

24
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